
広島県戸別所得補償制度導入推進事業業務方法書
平成２２年５月１１日制定
　　　第１章　総　　則
（目的）                                                      
第１条  この業務方法書は，広島県水田農業推進協議会（以下「県協議会」という。）が行う戸別所得補償制度導入推進事業実施要綱（平成２２年４月１日付け政第１９１号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）及び戸別所得補償制度導入推進事業費補助金交付要綱（平成２２年４月１日付け政第１９２号農林水産事務次官依命通知。以下「交付要綱」という。）に規定する業務の方法についての基本的事項を定め，もってその業務の適正な運営に資することを目的とする。
（業務運営に関する基本方針）
第２条　県協議会は，その行う業務の重要性にかんがみ，実施要綱，交付要綱，戸別所得補償制度実証等事業費補助金の交付決定に当たって中国四国農政局長から付された条件，本業務方法書その他の法令等を遵守することとし，関係機関との緊密な連絡の下に実施要綱第３に基づき行う事業に要する経費を市町，地域水田農業推進協議会に対する戸別所得補償制度導入推進事業（以下「推進事業」という。）に係る助成金の交付その他の業務を適正かつ効率的に運営しなければならない。
　　　第２章　推進事業の実施
（推進事業に係る助成金の配分方針）
第３条  県協議会長は，実施要綱第４の都道府県推進活動計画を作成し，国の承認を受ける際は，地域協議会等に対する助成金の配分方針を記載することとする。
（交付の申請）
第４条　地域協議会等の長は，助成金の交付を申請する際は，別記様式第１号の交付申請書を県農林水産事務所（農林事業所）長経由により，県協議会長に提出するものとする。
（助成金の交付決定及び通知）
第５条　県協議会長は，第４条の規定による助成金交付申請書の提出があったときは，当該申請書の内容が当該推進事業の目的及び内容に照らし合わせて適正であるか等について審査の上，適正であると認めたときは，助成金の交付決定を行い，速やかに別記様式第２号による助成金交付決定通知書を県農林水産事務所（農林事業所）長経由により，地域協議会等の長に通知するものとする。
２　県協議会長は，前項の交付決定に際して，実施要綱，交付要綱，本業務方法書等に従うことその他必要な条件を付すことができる。
（計画変更の承認）
第６条　地域協議会等は，事業内容の変更等により，県協議会長の承認を受けようとする場合には，あらかじめ別記様式第３号の変更（中止又は廃止）承認申請書を，県農林水産事務所（農林事業所）長経由により県協議会長に提出し，その承認を受けなければならない。
２　県協議会長が定める軽微な変更は，地域協議会等に対する交付額の３０％を超える増減及び事業実施主体の変更以外の変更とする。
３　県協議会長は，１の承認をする場合において必要に応じ交付決定の内容を変更し，又は条件を付することがある。
４　県協議会長は，１の変更(中止又は廃止)承認申請書の提出があり，その内容について適正であると認めたときは，その旨を地域協議会等に通知するものとする。
（助成金の請求）
第７条　地域協議会等の長は，助成金の交付を受けようとするときは，県協議会長から示された配分額の範囲内で，推進事業の実施に必要な経費を別記様式第４号により県農林水産事務所（農林事業所）長を経由して県協議会長に請求するものとする。
（助成金の支払）
第８条　県協議会長は，第７条の請求書の提出があったときは，その内容を審査の上，適正であると認めた場合には，助成金の交付を決定するものとし，助成金の交付を決定したときは，速やかに助成金を地域協議会等に交付するとともに，県協議会長は，当該交付額を別記様式第５号により県農林水産事務所（農林事業所）長を経由して地域協議会等の長に通知するものとする。
（事業の中止又は廃止）
第９条　地域協議会等の長は，事業の遂行が困難になった場合には，速やかに県協議会に報告してその指示を受けなければならない。この指示を求める場合には，地域協議会等の長は，事業の遂行が困難となった理由及び事業の遂行状況を記載した書類を県協議会長に提出しなければならない。
　　　第３章　報　　告
（遂行状況報告）
第10条　県協議会長は，地域協議会等の長に対し，必要に応じて別記様式第６号による推進事業の遂行状況報告書を作成し，県農林水産事務所（農林事業所）長を経由して県協議会長に報告させることができる。 
（実績報告書）
第11条　助成金の交付を受けた地域協議会等の長は，推進事業が完了したときは，別記様式第７号による実績報告書を作成し，県協議会長が別途定める日までに県農林水産事務所（農林事業所）長を経由して県協議会長に提出するものとする。
（助成金の額の確定等）
第12条　県協議会長は，第11条の実績報告書の提出を受けた場合には，報告書等の書類の審査をするほか，必要に応じて現地調査等を行い，その報告に係る推進事業の実施結果が助成金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは，交付すべき助成金の額を確定し，実績報告書を受理した日から20日以内に別記様式第８号により，県農林水産事務所（農林事業所）長を経由して地域協議会等に通知するものとする。
２　県協議会長は，地域協議会等に交付すべき助成金の額を確定した場合において，既にその額を超える助成金が交付されているときは，その超える部分の助成金の返還を命ずるものとする。
３　２の助成金の返還期限は，当該命令のなされた日から20日以内の日とする。
（助成金の返納）
第13条　県協議会長は，地域協議会等が実施要綱，交付要綱その他の法令等に違反したと認めた場合又は本業務方法書に定めた手続に従っていないと認めた場合には，推進事業に係る助成金の全部又は一部について，返納を求めることができる。この場合には，県協議会長は，違反等の内容，返納の額及び返納の期日を記載した書面を地域協議会等の長に送付しなければならない。
２  前項の助成金の返納を求められた地域協議会等は，前項の期日までに求められた額を県協議会に返納しなければならない。ただし，やむを得ない事情があるときは，地域協議会等の長は，県協議会長に対し，期日の延長又は返納の全部若しくは一部の取消しを求めることができる。この措置を求める場合には，地域協議会等の長は，期日までに返納できない理由又は返還を困難とする理由を記載した書面を返納の期日の前日までに県協議会長に提出しなければならない。
３　県協議会長は，前項の期日の延長又は返納の全部若しくは一部の取消しを求められた場合には，その理由が真にやむを得ない事情であると認められるときにあってはこれを認め，改めて，返納の額及び返納の期日を記載した書面（期日の延長の場合にあっては返納の期日のみを，返納の全部の取消しの場合にあってはその旨を記載した書面）を地域協議会等の長に送付するものとし，真にやむを得ない事情であると認められないときにあってはその旨を地域協議会等の長に通知するものとする。
４　県協議会長は，地域協議会等が１の返納を相当の期間行わない場合又は２の返納の期日（前項の規定により期日の延長を行った場合にあってはその期日，前項の規定により期日の延長を認めなかった場合にあっては１の期日に２の書面を県協議会長が提出を受けた日から前項の書面が当該地域協議会等の長に到達した日までの日数を加えた日に，さらに５営業日を加えた日）を経過してもなお行わない場合には，当該地域協議会等への推進事業に係る助成金の交付を停止するものとする。また，県協議会長は，中国四国農政局長より，当該地域協議会の補助可能枠から既交付額を控除した額を国に返還することその他とるべき措置について指示を受けるとともに，その指示の内容について総会の議決を得なければならない。
　　　第４章　雑　則
（帳簿の備付け等）
第14条　助成金の交付を受けた地域協議会等及びその交付に係る事務を司った会員は，助成金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，かつ，当該収入及び支出についての証拠書類を整理するとともに，これらの書類を助成金の交付決定のあった会計年度の翌年度から５年間保存するものとする。
（監査）
第15条　県協議会長は，地域協議会等に対し，必要があるときは，前条に規定する帳簿等について監査することができるものとする。
（その他）
第16条　本業務方法書に定めるもののほか，推進事業に係る業務の方法についての細部の事項については，必要に応じて，中国四国農政局長の承認を受けてから県協議会長が別に定めるものとする。
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